
（参考） 大規模修繕・更新補助制度の概要 別紙３

今後、地方公共団体の管理する道路施設の老朽化の拡大に対応するため、大規模修繕・更新に対して複数年にわた
り集中的に支援を行うことにより、地方公共団体における老朽化対策を推進し、地域の道路網の安全性・信頼性を
確保することを目的とする。

制度の目的

補助対象

・橋脚の補強など、構造物の一部の補修・補強により、性能・機能の維持・回復・強化を図るもの

・橋梁の架替など、構造物の再施工により、性能・機能の維持・回復・強化を図るもの

事業要件

■事業の規模

・都道府県・政令市の管理する道路の場合：全体事業費１００億円以上

・市区町村の管理する道路の場合 ：全体事業費 ３億円以上

■インフラ長寿命化計画等（平成29年度以降の措置 ）

・インフラ長寿命化計画（行動計画）において、引き続き存置が必要とされているものであること

・点検・診断等を実施し、その診断結果が公表されている施設であること

・長寿命化修繕計画（個別施設計画）に位置付けられたものであること

支援内容

・防災・安全交付金事業として実施した場合と同等の割合を国費として補助※

・事業の実施にあたり、国庫債務負担行為制度（４箇年以内）の活用も可能

個別の事業毎に採択するため、課題箇所に確実に予算が充当

※

※ 橋長15ｍ未満の橋梁、トンネル及び大型の構造物
にあっては、平成33年度以降の措置

※現行法令に基づく補助率を上回る分については
防災・安全交付金により措置


